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都市機能誘導区域であっても災害イエローゾーンを含んでいる場合が多い．被害の軽減に向けた方策が

検討されているが，被災を想定し，被害後から復興までの間の都市機能の確保に関する検討は行われてい

ない．また誘導対象となる都市機能は内科や外科といった細分化された機能まで考慮されていない．そこ

で本研究では，被災を想定した都市機能誘導策に寄与することを目的とし，被災により都市機能が一時的

に不全となった場合の他地域での都市機能の補完可能性について医療施設の診療科目別に把握を行った．

分析の結果，診療科目によっては被災により市町村内に立地する全ての施設が機能不全に陥る可能性があ

ること，都市機能誘導区域内においても被災により機能不全となり市町村内では補完が困難になる可能性

があることが示唆された． 
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1．はじめに 

 

 人口減少に対応して，拠点に都市機能を集約したコン

パクトシティの形成が目指されている．2014年には立地

適正化計画が施行されたことで，各市町村は都市機能誘

導区域や居住誘導区域（以下，都市機能誘導区域と居住

誘導区域の両方を指す場合は誘導区域とする）を設定す

ることができるようになった．しかし，誘導区域の設定

は各市町村の裁量に委ねられており，これにより約9割

の市町村で居住誘導区域内に浸水想定区域が含まれると

いう結果1)となった．これに対応して2020年9月に国土交

通省は，居住誘導区域を設定する際には災害レッドゾー

ン(災害危険区域，土砂災害特別警戒区域，地すべり防

止区域，急傾斜地崩壊危険区域)を原則除外，災害イエ

ローゾーン(浸水想定区域，土砂災害警戒区域，都市洪

水想定区域，都市浸水想定区域)は警戒避難体制の整備

等を求めるといった災害対策を強化した法律を施行する

など安全なコンパクトシティに向けた対策が急速に進め

られている． 

 しかし，居住誘導区域の災害イエローゾーンは警戒強

化にとどまっている．また都市の中枢を担う都市機能誘

導区域における被災も都市機能の麻痺を招き，場合によ

っては単一市町村で賄えていた都市機能も被災によって

一時的に機能しないことも考えられる．それらに対し，

対策の多くは災害発生から被災に至るまでの減災対策に

重点が置かれており，被災後から復興に至るまでの方策

についての議論は少ない．都市機能の確保にあたって，

都市機能誘導区域に災害イエローゾーンを含む場合は，

被災も想定し，被災から復興までの間の都市機能の確保

方法なども事前に検討することが望ましいと考える． 

 一方で，都市機能誘導区域には商業機能や医療機能な

ど様々な都市機能を誘導することを各市町村は設定して

いるが，例えば医療機能といっても内科・外科・産婦人

科等，その機能は様々である．そのため，そういった細

分化された機能まで考慮せず，誘導すると都市内で偏り

が生じることが示唆されている2)．このような偏りは被

災によって都市機能が麻痺した際に顕著となる可能性が

ある．そのため，細分化した都市機能に対し，現状の立

地状況に加え，被災によりその都市機能の偏りがいかに

変化するのかを把握することで，被災時に麻痺した都市

機能が他の都市機能誘導区域，あるいは都市機能誘導区

域外，市町村外で確保可能かを明らかにしておくことが

重要である．それらの結果を踏まえ都市機能誘導を実施

することが，被災も想定した都市機能誘導の方策である

と考える． 
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2．研究の位置付け 

 

(1) 本研究の対象とする災害および都市機能の概要 

 本研究では，災害イエローゾーンに該当する洪水浸水

想定区域を対象とする．これは実際に誘導区域内まで洪

水浸水被害(令和元年台風19号)が出ているためである． 

 また，対象とする都市機能については医療機能とする．

これは多くの都市で医療機能が誘導施設として設定され

ていることに加え，近年の新型コロナウイルスで医療体

制の再構築が求められているためである． 

細分化した医療機能については，診療科目に着目する．

診療科目は年間利用者数が公表されているデータ3)を基

に，利用者数が多く代表的な診療科目である外科，内科，

産婦人科，小児科(利用者数の多い順)を対象に分析を実

施する．なお，4つの診療科目とも全国的に減少傾向で

あり，計画的な施設配置がないと今後偏りが生じる恐れ

がある． 

 

(2) 既存研究の整理 

 誘導区域について，西井ら4)や本村ら5)は，居住誘導区

域内外における土地利用や人口密度等の空間分析から居

住誘導区域の設定経緯や区域内の現状を明らかにしてい

る．櫻井・小川6)は，将来人口から居住誘導区域指定時

の浸水想定区域の除外可否を検証し，国の指針として，

少なくとも危険性の高い浸水深2.0m以上の区域を除外し，

除外できなかった浸水想定区域の対策を立地適正化計画

へ明記することの必要性を説いている．  

浸水被害について，木内7)は法制度上の位置づけや実

際の適用事例，既存研究における指摘等を整理し，誘導

方策等に関する示唆を得ている．蕨ら8)は市街化区域の

変遷と災害リスク区域の関係性を分析し，地形的制約か

ら災害の危険性のある場所に拡大せざるを得なかった都

市があること等を明らかにした．柴田ら9)は市街化調整

区域における浸水被害の特徴分析から，区域区分による

開発抑制が水害リスク拡大防止の効果を示した一方で，

リスクの高いエリアへの新設建築が存在するといった運

用上の課題を示している． 

以上のことから，浸水被害が想定される都市機能につ

いては，対策を行っていくことの重要性が示唆されてい

るが，被害規模の軽減に関する研究が多く，被害後から

復興までの都市機能の確保についても検討の必要がある

にも関わらずそういった段階まで研究が進んでいない． 

医療施設について，後藤ら10)はアンケートやヒアリン

グから医療施設は大規模洪水に対する対策がほとんどさ

れていないことなどを明らかにしている．このように医

療施設に関する災害対策の必要性が挙げられているもの

の対策は十分でない．都市機能誘導による医療施設の確

保が多くの都市で目指されているものの，先述したよう

に医療施設といっても内科や外科などその機能は様々で

細分化した機能まで考慮しないと偏りが生じる恐れがあ

る．実際に筆者ら2)は常時における拠点内の医療施設を

病床種類別に立地状況を把握した結果，立地の偏りが生

じている可能性を示唆している．これらの偏りは，被災

によって一部地域の都市機能が麻痺した際には，顕著と

なる恐れがあるため，被災も想定した都市機能の確保を

考える必要があると考える．また，既存研究では病床の

種類に着目して医療施設の細分化を行っているが，日常

利用を想定した都市機能誘導区域においては病床の種類

ではなく診療科目で分析を行うことが考えられる．  

 以上のことから本研究では，被災により中長期の間，

都市機能が麻痺し利用不可となった場合を想定し，その

際の利用不可となった都市機能が都市機能誘導区域や市

町村内で確保可能かを把握する．その際には都市機能を

細分化して把握することで立地の偏りを合わせて把握す

る．これらを通じて，被災を想定した都市機能誘導策に

寄与することを目的とする．  

 

(3) 本研究の特長 

1) 単に医療施設の誘導とされがちな医療機能につい

て，診療科目で細分化し，常時における立地の偏

りだけではなく，災害時も想定した立地の偏りを

都市機能誘導区域との関係も含めて分析した新規

性を有する． 

2) 災害イエローゾーンを含めた誘導区域設定を行っ

ている現状を踏まえ，実際に被災により都市機能

が一部機能不全となった場合を想定し，他地域に

よる都市機能の補完可能性を分析することで，都

市機能誘導に関する参考情報を提示しているとい

う有用性を有する． 

3) 緯度経度情報を付与した医療施設の立地データを

扱うことで，都市機能誘導区域や洪水浸水想定区

域との関係性を厳密に把握した信頼性を有する． 

 

(4) 研究の構成 

本研究では，被災により中長期の間，都市機能が麻痺

し使用できなくなった場合を想定し，その際の使用でき

なくなった都市機能が都市機能誘導区域や市町村内で確

保可能かを把握する．これにより今後の細分化した都市

機能誘導策に関する参考情報を得る．まず3章では分析

概要を説明する．4章ではまず洪水浸水被害が都市全体

の医療施設にもたらす影響を分析する．その上で，都市

機能誘導区域内・外における医療施設への洪水浸水被害

想定を診療科目別に把握する．5章では新型コロナウイ

ルスの影響により病床数が問題視されていることを踏ま

え，洪水浸水による病床数への被害想定を分析する．以

上の分析結果から6章で結論を述べる． 
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3．分析概要 

 

(1) 分析対象地域 

本研究では，実際に誘導区域内まで洪水浸水被害(令

和元年台風19号)のあった千曲川流域の9市町村(長野市，

上田市，須坂市，中野市，飯山市，千曲市，坂城町，小

布施町，木島平村)を対象とする．医療施設立地と浸水

被害の関係性を把握する際にはこの9市町村を対象とす

る．都市機能誘導区域を含めた分析を実施する際には，

この9市町村のうち立地適正化計画を策定している3市町

村(長野市10)，上田市12)，千曲市13))を対象に分析を行う． 

 

(2) 使用データ 

洪水浸水想定区域(2019)や地図情報のデータは国土数

値情報14)を用いた．なお，洪水浸水想定区域については，

洪水浸水被害による中長期の間都市機能が麻痺する大規

模災害を想定しているため，洪水浸水想定最大規模を用

いた． 

医療施設については，長野県が公表している病院・診

療所等名簿(2020)を用いた．なお，病院・診療所等名簿

における各医療施設の住所情報を緯度経度情報に変換す

る際にはCSVアドレスマッチングサービス16)を用いた．  

 

 

4．診療科目別の洪水浸水被害想定 

 

(1) 医療施設の洪水浸水被害想定 

 まず洪水浸水被害が対象市町村全体に与える影響を把

握する．そこで，洪水浸水想定最大規模の範囲と医療施

設の立地状況を図-1に示す．その立地状況を基に算出し

た洪水浸水想定最大規模別の医療施設立地数の割合を図

-2に示す．これらの結果から，飯山市や千曲市では立地

する医療施設のうち，約8割の医療施設において5m以上

の洪水浸水が想定されることが分かった． 

 

(2) 都市機能誘導区域内における診療科目別の医療施

設の洪水浸水被害想定 

 都市機能誘導区域における洪水浸水被害による影響を

把握するため，都市機能誘導区域に絞って分析を行う．

対象3市町村における各都市機能誘導区域内における洪

水浸水想定最大規模別の各診療科目施設立地数の割合を

算出した結果を図-3～図-6に示す．これらの結果から，

以下のことが分かった． 

1) 長野市，上田市ではいずれの診療科目においても，

1つ以上の都市機能誘導区域内に洪水浸水被害想定

がない施設が存在する． 

2) 一方で，千曲市において常時ではどちらかの都市

機能誘導区域内に施設が存在するが，洪水浸水被 

 

図-1 洪水浸水想定最大規模の範囲と医療施設の立地状況 

 

 

図-2 洪水浸水想定最大規模別の医療施設の割合 

 

 

図-3 都市機能誘導区域内における洪水浸水想定最大規模別の

外科施設の割合 
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図-4 都市機能誘導区域内における洪水浸水想定最大規模別の

内科施設の割合 

 

 

図-5 都市機能誘導区域内における洪水浸水想定最大規模別の

産婦人科施設の割合 

 

 

図-6 都市機能誘導区域内における洪水浸水想定最大規模別の

小児科施設の割合 

 

3) 害時にはそれらの施設は5m以上の浸水被害に合う

可能性がある． 

  以上のことから，長野市・上田市では洪水浸水被害

時においても居住者はいずれかの都市機能誘導区域に移

動することでいずれの診療を受けることができる可能性

が高いことが明らかになった．一方で，千曲市では洪水

浸水被害時に都市機能誘導区域内だけでは4つの診療科

目に関する施設を利用できない可能性が示唆された．こ

れは千曲市の都市機能誘導区域の大半が5m以上の浸水

被害想定であることが要因の一つである．このことから

千曲市は都市機能誘導区域外での確保もしくは，他市町

村との連携，もしくはその両方の必要性が示唆された． 

(3) 各市町村における診療科目別の医療施設の洪水浸

水被害想定 

 都市機能誘導区域外を含めた市町村全体で診療科目別

の医療施設の洪水浸水被害想定を分析することで，都市

機能誘導区域外における立地状況を把握し，都市機能誘

導区域外との機能の補完可能性を把握する．各市町村に

おける洪水浸水想定最大規模別の各診療科目施設立地数

の割合を算出した結果を図-7～図-10に示す．これらの

図から以下のことが分かった． 

1) 坂城町・木島平村において，産婦人科施設が存在

しない．これら市町村においては他市町村の施設

を利用していることが想定される． 

2) 飯山市・千曲市において，全ての産婦人科施設・

小児科施設は5m以上の浸水被害に合う可能性があ

る． 

3) 図-7と図-3，図-8と図-4を見比べると，都市機能誘

導区域内だけでは確保できなかった千曲市におい

て，都市機能誘導区域外の施設を利用することで

外科および内科機能を確保できる可能性がある． 

以上のことから浸水被害問わずそもそも産婦人科施設

のない市町村や，産婦人科施設・小児科施設の全てが 

 

 

図-7 各市町村における洪水浸水想定最大規模別の外科施設の

割合 

 

 
図-8 都市機能誘導区域内における洪水浸水想定最大規模別の

内科施設の割合 
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図-9 都市機能誘導区域内における洪水浸水想定最大規模別の

産婦人科施設の割合 

 

 

 
図-10 都市機能誘導区域内における洪水浸水想定最大規模別

の小児科施設の割合 

 

5m以上の浸水被害に合う可能性のある市町村が存在す

ることが明らかになった．このことから，今後施設数の

減少が想定されることを踏まえると，市町村間連携がま

すます重要となることが示唆された． 

また，市町村内でも全て浸水被害に合う診療科目と一

部被害に合う診療科目と立地の偏りが生じており，今後

都市機能誘導区域を含めて医療施設の配置を検討する際

には，単に医療施設とするのではなく，その機能(診療

科目)まで考慮することの重要性が示唆された．その際

には，都市機能誘導区域のほぼ全域が5ｍ以上の浸水被

害想定の市町村もあることも踏まえ，都市機能誘導区域

外や人口密度の高い地域外であっても，被災想定区域外

に立地誘導もしくは市町村間連携の検討，あるいはその

両方が重要であることが考えられる． 

 

 

5．病床別の被害想定 

 

 近年，新型コロナウイルスにより病床数が一つの問題

となっている．そこで，病床別に医療施設の洪水浸水被

害想定を分析する．なお，病床は複数種類があるが，一

番数の多い一般病床および感染症関連に使用される感染

症病床を対象とする．また，病床を利用するのは通院時

よりも非日常であることが想定されるため，誘導施設の

対象とはならないことが想定される．そこで病床数につ

いては誘導区域を考慮せず，市町村単位で分析を実施す

る．各市町村における洪水浸水想定最大規模別に病床数

の割合を算出した結果を図-11，図-12に示す．これらの

図から以下のことが明らかになった． 

1) 一般病床については，4(3)における産婦人科施設に

関する分析と似た傾向の結果を得た．具体的には，

飯山市・千曲市において一般病床を有する施設の全

てが 5m 以上の浸水被害に合う可能性がある．坂城

町・木島平村には一般病床を有する施設が存在しな

い． 

2) 感染症病床については，市町村によって偏りが生じ

ており，長野市においては3m以上5m未満の浸水想

定である．これは，二次医療圏ごとに基準病床数を

決定する一般病床とは異なり，都道府県ごとに基準

病床数を決定することが要因であることが考えられ

る． 

 

 

図-11 洪水浸水想定最大規模別の一般病床数の割合 

 

 

 

図-12 洪水浸水想定最大規模別の感染症病床数の割合 
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6．おわりに 

 

 本研究では被災を想定した都市機能誘導に寄与するこ

とを目的に分析を実施した．具体的には洪水浸水被害に

より中長期の間，都市機能が利用不可となった場合を想

定し，その利用不可となった都市機能が都市機能誘導区

域や市町村内で確保可能かを把握した．その際には都市

機能については医療施設の診療科目に着目して分析した．  

主な結果は以下の通りである． 

1) 飯山市や千曲市では，立地する医療施設のうち，

約 8割の医療施設において 5m以上の洪水浸水が想

定されることが分かった． 

2) 長野市・上田市では，洪水浸水被害時においても

居住者はいずれかの都市機能誘導区域に移動する

ことでいずれの診療を受けることができる可能性

が高いことが明らかになった． 

3) 一方で千曲市では，洪水浸水被害時に都市機能誘

導区域内だけでは少なくとも分析対象とした全て

の診療科目(外科・内科・産婦人科・小児科)に関

する施設は利用できない可能性が示唆された．以

上のことから千曲市は都市機能誘導区域外での確

保や他市町村との連携の必要性が示唆された． 

4) 浸水被害問わず現状産婦人科施設のない市町村や，

産婦人科施設・小児科施設の全てが5m以上の浸水

被害に合う可能性のある市町村が存在することが

明らかになった．今後施設数の減少が想定される

ことも踏まえると，市町村間連携がますます重要

となることが考えられる． 

5) また，市町村内でも全て浸水被害に合う診療科目

と一部被害に合う診療科目と立地の偏りが生じて

おり，今後都市機能誘導区域を含めて医療施設の

配置を検討する際には，単に医療施設とするので

はなく，その機能(診療科目)まで考慮することの

重要性が示唆された．その際には，都市機能誘導

区域のほぼ全域が5ｍ以上の浸水被害想定の市町村

もあることも踏まえ，都市機能誘導区域外や人口

密度の高い地域外であっても，被災想定区域外に

立地誘導することや市町村間連携の検討が重要で

あることが考えられる． 

6) 新型コロナウイルスに伴い，病床数が問題視され

ていることを踏まえ，病床種類別に洪水浸水被害

との関係性を把握した．その結果，感染症病床に

ついては，市町村によって偏りが生じており，長

野市においては 3m以上 5m未満の浸水想定である．

これは，二次医療圏ごとに基準病床数を決定する

一般病床とは異なり，都道府県ごとに基準病床数

を決定することが要因であることが考えられる． 

本研究では実店舗による都市機能の確保を対象とした

が，実際に被災した場合は仮設店舗や遠隔医療なども考

えられ，実店舗の確保が難しい場合はそれらの対策を検

討しておくことも考えられる． 

今後の検討課題としては，土砂災害等の他の災害を含

めた検討，居住誘導区域の考慮，対象地域の拡大，浸水

被害による各診療科目へのアクセスビリティ変化に関す

る分析などが挙げられる．また，医療施設の規模によっ

て浸水被害の影響は異なることが予想されるため，規模

を考慮することも今後の課題である． 
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